
  

                    

  

平成２６年１月 

                     都市計画部 開発指導課 

１． 改正の趣旨 

平成１８年の都市計画法改正により、従来は開発許可不要とされていた社会福

祉施設、医療施設、学校が開発許可等の規制を受ける建築物に変更となりました。 

改正法の施行（平成１９年１１月３０日）から５年が経過したことから、運用

の実績を踏まえ、許可基準について見直しを進めています。 

今回、市街化調整区域内における社会福祉施設の立地の許可基準について、他

の行政庁の運用実態や川越市の地域性を考慮し、許可対象施設の拡大を行うこと

を予定しています。 

 

２． 改正の内容 

都市計画法第３４条第 1号に該当する開発行為について、川越市審査基準を改

正し、次の施設を許可対象に追加します。 

（１）特別養護老人ホーム 

    川越市介護保険事業計画に基づき整備する施設であり、立地場所についても

地域的な偏りが生じないよう配慮しています。 

このことは、法第３４条第１号の趣旨である「主として周辺住民の利用に供

する施設」に合致するものと解されるため、基準に追加します。 

（２）短期入所施設 

 在宅生活の支援施設であり、入所者の生活環境の変化や心情に配慮し、自宅

の近隣が望ましいと考えられる施設であるため、基準に追加します。 

（３）利用者が通所する施設 

国土交通省の「開発許可制度運用指針」において、主として周辺の居住者が

利用する生活関連施設として広く許可対象とされているため、基準に追加しま

す。 

 

※このほか、審査基準中の文言の整理を行います。（この部分については、川

越市意見公募手続条例第４条第４項第８号に該当するため、意見募集の対象外と

なります。） 

３．施行期日 

平成２６年３月中の施行を予定しています。 

都市計画法第３４条第１号川越市審査基準の一部改正（案）の概要 

 

 


